
 
第８回日伯戦略的経済パートナーシップ賢人会議 
‐２０１８年４月４日 於リオデジャネイロ‐ 

最終提言書（日本語参考訳） 
 

賢人会は、二国間の戦略的経済パートナーシップを更に推進し、両国間の経

済関係を共に強化することをその目的としている。賢人会は、両国にとっての

共通課題を特定事項に焦点を絞り議論し、両国国家元首への提言を行うべく、

際立った特質を持つ賢人メンバーを招集する。賢人会議は、２０１８年４月４

日に第８回会合をリオデジャネイロにて開催され、以下の協議が行われた。 
 
１． メルコスール・日本間の経済パートナーシップの強化 

賢人会は、２０１２年の設立以降、「日・メルコスール経済関係緊密化のため

の対話」が継続的に開催されていることも踏まえ、双方のビジネス界が、日本

とメルコスール間のＥＰＡの正式交渉開始に関心を有していることの認識を共

有した。賢人会は、同ＥＰＡが、世界経済の繁栄と持続可能な発展に向けて、

自由貿易と国際協力に対する支持という強力な政治的メッセージとして機能し

つつ、双方に優れた機会を創出するものとの理解を有する。賢人会は、メルコ

スール加盟各国の進出日系企業に対し行われた調査から、メルコスールと日本

とのＥＰＡには、明確に潜在的なメリットが存在するとの結果が得られたこと

を共有した。 
賢人会は、メルコスールと日本とのＥＰＡ交渉には、双方の市場アクセスの

更なる改善、競争力の強化等の課題が存在することも認識した上で、同ＥＰＡ

を成功に導くには、そうした課題への取り組みが必要である点を理解する。賢

人会は、同ＥＰＡに関する双方の対話の加速化を支持し、２０１８年７月に東

京で開催される「第２１回日本ブラジル経済合同委員会」でまとめられる「共

同報告書２．０」に大きな期待を寄せており、２０１８年１１月末にブエノス

アイレスで開催されるＧ２０サミットまでに、日本とメルコスール加盟各国が

同ＥＰＡの交渉開始のための外交的相互理解に達することを強く望む。 
 
２． 産業競争力の強化 
 ２０１７年１１月のブラジル労働法の改正を踏まえ、賢人会は、ブラジルの

労働市場を近代的な労働環境のニーズに合致させるような、かかる改革の進展

を歓迎する。過去の技能オリンピック国際大会が実証しているとおり、ブラジ

ルの労働者の優れた能力を想起しつつ、特にＩＨＩは、多機能工の導入を含む、

労働慣習の柔軟化を可能とする更なる労働改革の進展により、製造業の競争力

強化に加え、ブラジル社会全体に裨益すると認識した。 
 賢人会は、ブラジルの次期自動車政策である「Rota 2030」（前自動車政策の

「Inovar Auto」は、現地生産と研究開発活動、新技術の導入を奨励）の早期導

入を支持する。自動車産業にとり、中長期の事業計画を策定する上で自動車政

策のような政府の指針は不可欠であり、賢人会は、同政策により、環境対応車



等新技術の導入や、裾野産業の育成が奨励されることを望む。 
賢人会は、オーストラリアのＥＰＡに関する経験が、本議論にも関連すると

の考えを共有した。自由貿易が確立され、賃金上昇や貨幣の増価により、現地

生産の自動車・同部品の価格競争力は次第に低下する。ブラジルでは、各国と

のＥＰＡ締結後にオーストラリアが経験した教訓に学び、輸入関税の引き下げ

等、自由貿易を推進しつつ、部品、製造設備、金型等のサプライヤーを含む裾

野産業の育成等（競争力強化の改革）を推進することが、起こりうる不可避の

市場競争に備えることが重要であるとの考えを共有した。 
 
３． インフラ 
 賢人会は、２０１６年１０月のテメル大統領訪日時に両国間で署名されたイ

ンフラ協力に関する覚書を踏まえ、同覚書の目的達成に向けた支援を約束する。

今般の会議では、特にブラジルの輸送インフラの状況を議論の対象とした。 
 都市交通に関する日本の幅広い知識と経験は、リオデジャネイロの２つの交

通事業（SuperVia 及び VLT）を含むブラジル都市部の公共交通システムの発展

に貢献し得るものである。過去の賢人会議でも議論されたサンパウロ地下鉄６

号線事業は、日本側の参画は断念を余儀なくされた。賢人会は、日本企業がブ

ラジルの輸送インフラ分野で投資を継続する為にも、連邦政府やブラジル社会

開発銀行（ＢＮＤＥＳ）による金融支援や、政府による首尾一貫したサポート、

契約条件の適切な履行、都市交通計画等が肝要である点を指摘した。 
 輸送インフラに関し、賢人会は、ブラジル政府が一次産品輸送能力の向上と

近代化に優先的に取り組んでいる点を評価した。同取り組みには、現政権の官

民連携（ＰＰＩ）型コンセッションによる８つの鉄道事業が含まれる。賢人会

は、その他の優先的な輸送回廊整備事業とともに、これら事業の着実な実行が

ブラジルの輸出競争力の強化にとり重要である点を強調した。 
 インフラ整備事業においては、官民による適切なリスク分担が不可欠である。

ブラジルの公的分野は、投資家にとっての不透明性を減じるため、基本的な条

件として、事業実施に必要な投資環境や法制面の安定性を付与する義務がある。

賢人会は、ブラジルのリスク管理能力の向上、民間投資を喚起させるＪＩＣＡ

を通じた海外投融資や技術及び人材育成面等、ＪＢＩＣを通じた融資等の日本

による支援を歓迎する。 
 また、賢人会は、リスクヘッジ機能や農業に対する保護機能を備えた、農工

業にも有効なリスク管理支援の強化の重要性を強調した。 
 
４． その他優先分野／エネルギー 
 賢人会は、エネルギー源の多様化など、日本が気候変動対策に関する課題に

直面していることを認識している。賢人会は、ブラジルの豊富なサトウキビ資

源を有効活用するべく、環境対応車や均衡のとれたエネルギー政策に利すると

の観点から、サトウキビ由来のブラジル産エタノールの輸出増を支持し、同様

に、住友商事とコザン社が共同で行うサトウキビのバイオマス・ペレット生産

事業を歓迎する。 
 賢人会は、水素、藻を原料とする第３世代のバイオ燃料開発、ガス化等によ



るサトウキビの搾汁残渣の新たな活用、化石エネルギーや海洋エネルギーの有

効利用など、エネルギー分野におけるブラジル・日本間の更なる協力を引き続

き支持する。 
 
コメント 
マルコス・ガルヴァオン外務次官、アブラオン・ネト産業貿易省通商局長、

山田彰 駐ブラジル日本大使より、賢人会議に対する協力的なコメントが寄せら

れ、賢人会は感謝の意を表した。 
次回の第９回賢人会議は、２０１９年４月に日本で開催される。 
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三村 明夫      カルロス・マリアーニ・ビッテンクール 
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